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第１回災害廃棄物処理計画部会での主な意見（１/３）
項目 主な意見

部会設置の
経緯等

 「基準となる推計や法令が更新されていくことに対して乖離をなくすこと」「気候
変動の観点も踏まえて様々な災害へ計画の幅を広げること」「実効性が高まるよう
に深堀りをしていくこと」の３点で計画を拡充していけると良い。

 都の役割を明確にすることが重要と考えるが、都の役割としては区市町村への支援
を行うことと、災害廃棄物処理計画未策定の区市町村に対しては策定に向けた支援
を行っていくことと考えてよいか。

 大規模災害時、都は区市町村からの要請を積極的に受け入れて支援を行うのか、ま
たはそれぞれの各区市町村での処理能力を高め対応してもらうのか、どちらで考え
ているか。

 仮置場や住民向けの啓発・広報は区市町村が行うことであり、都が主体になりにく
い。区市町村には災害時にどのように動いてほしいのかというメッセージ性が必要
と考える。

対象とする災害
と災害廃棄物

 対象外となっている家庭ごみ、し尿や事業系一般廃棄物についても、災害時の生活環
境保全上の支障へ対処するためには計画や検討が必要と考える。
 土砂や火山灰が自然物のため廃棄物とならないことになっているが、これらは道路に

も堆積する。ただし、道路上の落ち葉は廃棄物として扱うと思われるため、このあた
りの考え方を調べていただきたい。
 鹿児島県の桜島は、火山灰は専用の灰捨場があり、火山灰や火山礫で破損したものは

廃棄物として扱っている。
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第１回災害廃棄物処理計画部会での主な意見（２/３）
項目 主な意見

風水害等への
対応強化

 災害廃棄物発生量推計について、被害棟数も国交省か都市整備局から出されているの
か。建物数はどのように算出するのか。
 解体による廃棄物と片付けごみを別で整理できれば、発災時の対応がしやすくなると

考えられる。国や他の道府県がまだ実施していない内容になるので、大いに参考にさ
れることを想定のうえで整理していく必要がある。
 東京では区部と多摩地域で水害の様子も異なると考えられる。多摩地区では土砂や土

砂混じりのごみ、住宅地では車両不足、人不足が発生する。また、廃棄物が重くなる
ことを把握しておく必要がある。
 事前の計画での推計は、どれほどの災害廃棄物が発生するかという準備の数字であり、

一方で発災後の推計はどのように処理を行うかという数字であるため、意味合いが異
なる。発災後には災害廃棄物量はどのように見積もるのか。
 ハザードマップから推計した廃棄物量の公開は区市町村ごとの数値で行うのか、都全

体の計算にとどめるのか。
 水害は気候変動適応の観点からも考えることが出来る。家庭でできる対策もあるため、

事前の対策についても盛り込めると良い。

更なる実効性
の向上

 事業者の復旧に係る廃棄物等は区市町村のやることではないが、それを知らない事業
者もいるのではないか。都内事業者への普及啓発として位置づけることも重要と考え
る。
 都民の役割についてはより詳しく記載し、行政が全てをやりきれるわけではないこと

を理解してもらう必要があるのではないか。
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第１回災害廃棄物処理計画部会での主な意見（３/３）
項目 主な意見

更なる実効性
の向上

 特別区のガイドラインのように、各主体の役割はごみの処理の流れの中でも整理でき
ると良い。
 仮置場の必要面積の算定について、方法２（処理期間を通して一定の割合で災害廃棄

物の処理が続くことを前提とした算定方法）を選択する場合は分別が大前提であるた
め、住民への啓発・広報をセットで考える必要がある。また、方法２を選択する場合
は仮置場への搬出を待ってもらう必要がある。
 一般の方には災害廃棄物はマニアックな内容だが、防災分野や気候変動等の環境分野

に関心の高い方にはヒットしやすい。このことを区市町村向けに伝えられると良い。
 大規模災害では産業廃棄物業者の処理能力だけでは処理できず、ゼネコンに頼らざる

を得ない。ゼネコンとの連携を前提にどう協力いただくのがスムーズかを考える必要
がある。
 特別区ガイドラインでは応急集積場所や地区集積所等が整理されていたと思う。都の

計画も特別区のガイドラインと整合をとる必要があると考える。
 社会福祉協議会には災害時のノウハウがあるので、東京都から啓発をお願いするだけ

でなく、ノウハウを吸い上げるような関わり方も必要ではないか。
 排出秩序を早く形成することが大切である。その際、「受け渡し」の感覚が大切であ

る。誰が運ぶのかも分からない場所へ廃棄物を出すと「投棄」になってしまう。
 ボランティアへの啓発は社会福祉協議会を通すことになっているが、実際にそこを通

して依頼することはハードルが高いため、まずHP等で出し方を最初に示すことが重
要である。
 都内の災害廃棄物処理計画の策定率が８割を超えているため、それぞれの計画を持ち

寄って比較するような研修ができると考える。 3



収集運搬

（検討事項３）各主体の役割分担の整理について
≪一部事務組合との連携における課題（災害廃棄物処理の記録誌等から）≫
• 災害時の対応方針について、組合と構成市町間で、平時から協議・調整しておくことが必要。
• 災害廃棄物の性状と施設側で受入れ可能な廃棄物の性状とのギャップが大きく、これらの特性につ

いても事前に十分な協議が必要であったと考えられる（ごみ処理施設の受入条件）

• 都内で災害廃棄物を処理するに当たって、各現場の主体・体制等別に整理した場合、概ね上記の４
パターンに大別することができる。

• いずれのパターンにおいても、災害廃棄物の処理に当たって、一部事務組合が関係しているため、
一部事務組合との連携方法について整理した。

仮置場※１ 最終処分処理・処分先被災現場
（集積所を含む。）

都民 区 一部事務組合Ａ

【パターン３】
奥多摩町など

【パターン２】
府中市など

【パターン１】
特別区 都

運搬

都民 市町村 一部事務組合Ｂ※２ 一部事務組合Ｃ※２

都民 市町村 一部事務組合Ｄ 一部事務組合Ｄ

【パターン４】
立川市など

都民 市町村 市町村 一部事務組合Ｃ

※１ 一次仮置場の場合 ※２ 法人格の異なる一部事務組合

運搬

運搬

運搬

運搬収集運搬

収集運搬

収集運搬

運搬

運搬

運搬

1

参照:令和元年災害廃棄物処理に関する記録誌（その１房総半島台風及び10月25日の大雨）（令和4年3月関東地方環境事務所 資源循環課、千葉県 環境生活部 循環型社会推進課）、平成27年９月関東・東北豪雨により発生した災害
廃棄物処理の記録（平成29年３月環境省関東地方環境事務所、常総市）
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区市町村と一部事務組合の役割分担の整理

段階 取組事項等

平常時

災害廃棄物を合同で処理するための組織体制の構築
• 区市町村と一部事務組合で災害時の対応方法について協議する組織体制（構成区市町村及び一部事務組合で組織）を整備
災害廃棄物を合同で処理するためのマニュアル等の整理
• 一部事務組合の受け入れ条件や処理可能量の整理及び民間事業者の活用方法など

災害時

災害廃棄物を合同で処理するための組織体制の立ち上げ
• 災害時の対応方法について協議
受け入れに当たっての差配
• 平時の家庭ごみを処理しながら、災害廃棄物を処理することとなるため、災害時の処理可能量や残余容量を考慮の上、構

成区市町村ごとの受入量を調整
情報共有
• 各区市町村の災害対策本部及び関係部局、協定締結事業者等と情報共有

仮置場 最終処分処理・処分先被災現場

都民 区市町村

一部事務組合 一部事務組合

最終処分処理・処分先

民間事業者等 民間事業者等

平常時に、区市町村と一部事務組合の間で、災害廃棄物を合同で処
理するための組織を立ち上げ、受け入れ可能な災害廃棄物について
種類・性状や処理可能量等を整理するとともに、受け入れ不可な災
害廃棄物について、民間事業者に協力を依頼するルートなどを整理
する必要があるのではないか。

≪区市町村と一部事務組合で整理する事項≫

構成メンバー

オブザーバー※

災害廃棄物合同処理本部
（構成区市町村及び一部事務組合で災害廃棄物を合同で処理するための組織）

東京都

協定締結先

〇〇〇市〇〇課

△ △ △市〇〇課

〇〇衛生組合

※都内の被害状況等に応じて、参加の可否について判断
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（検討事項４）民間事業者との連携強化における課題等について

事項 内容等

被災
現場 連携

•建設業、解体業等が連絡協議会を発足させ、連携して解体等にあたった。
• 被災家屋等の搬出においては、建設業協会、全国都市清掃会議、全国清掃事業連合会の協力により、浸水による被災家屋等
の搬出や自己搬入された可燃ごみ等を焼却処分場へ輸送した。

収集
運搬 連携

• 自然発生的にできてしまった無人の集積所から仮設場への収集運搬は、産業廃棄物処理事業者団体の協力により行った。
•全国清掃事業連合会、全国都市清掃会議より運搬車両や重機の支援を受けた。
• 災害時の一般廃棄物の収集運搬に関する協定書を活用し、一般廃棄物収集運搬事業者団体より協力を得た。
• 収集支援用の車両が不足していたが、災害時協定により民間事業者から車両を借り上げ、職員が運転した。

一次
仮置場

連携 • 開設初期に鉄板を未設置だったが、非常に運搬効率が悪く、道路も汚していたが、建設業協会との災害協定の利用、リー
ス、もしくは管理委託先へ依頼することにより鉄板を敷設した。

課題 • 民間業者からの支援については、協定の締結だけでは不十分であり、委託単価の事前設定及び平時からの連携体制の構築が
必要である。

二次
仮置場 課題

• 中間処理を行う「二次仮置場」を開設し、当初は仮置場の開設や管理運営を直営で行ったが、随時業者委託に切り替えた。
• 二次仮置場は発災約５か月後に木くずの受入を開始したものの、すべての品目の受け入れを開始したのは発災から８か月が
経過しており、公費解体のピークを若干過ぎての全面供用開始となった。課題として、設計・施工・運営を一括発注するこ
とや、必要最低限の処理設備を備えるなど、より短期間で受入れ開始ができる体制の確保や、早期開設を意識したプロポー
ザルを行うなど検討する必要がある。

処理・
処分先

連携 •産業廃棄物処理事業者団体のほか、環境省中部ブロック広域連携により、他県の事業者と委託契約し最終処分場を確保した。

課題
• 災害廃棄物の処分に関しては、協会との一括契約により、再委託を含めた効率的な処理スキームの検討が必要。協定締結団
体や事業者等と協議は行われたが、個別の対応であったため非効率的であった。様々な業種の業者や団体と、初動期に一堂
に会して協議を行う場があればよかった。

参照:環境省 技術資料【技25-1】令和2年3月改訂、環境省 技術資料【技12】令和5年1月改訂、環境省 技術資料【技2-2-5】平成24年1月改訂、環境省 東日本大震災における災害廃棄物処理概要報告書
(平成28年3月)、令和元年東日本台風災害における災害廃棄物処理の記録（⾧野県）（令和４年３月）、平成30年7月豪雨に伴う倉敷市の災害廃棄物処理の記録（令和３年３月）、平成30年7月豪雨に伴う広島
市の災害廃棄物処理の記録（令和３年３月）、平成30年7月豪雨に係る災害廃棄物処理の記録（愛媛県）、消防防災の化学 №146 2021（秋季）（⾧野県）、令和元年東日本台風における災害廃棄物処理につい
て（令和3年1月）（⾧野市）、平成30年７月豪雨災害に係る岡山県災害廃棄物処理実行計画（令和元年７月改定）、平成28年熊本地震における災害廃棄物処理の記録（熊本県）（平成31年３月）、平成27年
９月関東・東北豪雨により発生した災害廃棄物処理の記録（常総市）（平成29年３月）

災害廃棄物は、各現場で多様な民間事業者と連携しながら処理を進めている。民間事業者との連携強化するに当たって、
各現場における連携事例や課題を整理した（災害廃棄物処理の記録誌等から抜粋）。
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一般的な協定活用の流れ
• 都の協定を活用する場合、災害時に被災自治体からの支援要請に基づき、都を経由して、一般社団法人東京都産

業資源循環協会に支援依頼することになる。
• 処理・処分を除いて、災害発生直後に緊急性が高い、災害廃棄物の撤去、収集・運搬及び仮置場の監理について

は、対応に時間が掛かることが想定される。

民間事業者との連携（既存協定先（一般社団法人東京都産業資源循環協会））

被災自治体 東京都環境局 一般社団法人
東京都産業資源循環協会

支援要請 支援依頼

会員企業
支援実施（具体的な支援内容の調整等）

実効性向上に向けた協定活用の流れ
• 平時に都を通じて、一般社団法人東京都産業資源循環協会に対する要請内容を整理し、区市町村ごとに幹事会社

を定め、平時から具体的な支援内容の調整を行い、連携体制を築くことで、災害時に迅速に支援を受けることが
可能となると考えられる。

区市町村 東京都環境局 一般社団法人
東京都産業資源循環協会

支援要請の
事前依頼

幹事会社の
選定等の依頼

区市町村ごとの
幹事会社の選定

災害廃棄物の撤去、収集・運搬及び仮置場の監理
について具体的な支援内容の調整等

災害発生時は本ルートを活用

回答 回答

都が一般社団法人東京都産業資源循環協会と締結している協定の実効性を向上させるための方策を検討した（区市町
村が本協定を活用して一般社団法人東京都産業資源循環協会から支援を受ける場合）。
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民間事業者との連携（片付けごみ、し尿）

被災現場
（集積所を含む。） 仮置場 処理・処分先

※各段階で、オペレーターや作業員の確保が必要

収集運搬（個別収集の場合）
• 収集運搬車両（パッカー車、ダンプトラッ
ク・アームロール車（２t,４t,１０t等）等）

収集運搬等
• 収集運搬車両（パッカー車、ダンプ

トラック・アームロール車（２t,４t,
１０t等）等）

• 重機（小型等）等

設置・整備
• 資機材（敷鉄板、仮囲い、

電力等）、重機等
管理・運営
• 重機（大型・中型等）等
環境対策
• 測定器等

処理・処分先
• 公営処理・処分場
• 民間処理・処分場

収集運搬等（集積所・個別収集の場合）
• 収集運搬車両（パッカー車、ダンプト

ラック・アームロール車（２t,４t,１０t
等）等）

• 重機（小型等）等

収集運搬等
• 収集運搬車両（パッカー車、ダ

ンプトラック・アームロール車
（２t,４t,１０t等）等）

• 重機（大型等）等

片付けごみ
• 片付けごみの迅速な処理を進めるには、住民等が片付けを始める前までに、被災現場から、仮置場、処理処分先までで、

必要となる資機材等の確保が必要と考えられる。
• そのため、都が締結済みの協定の実効性を向上させるとともに、収集運搬車両や資機材等の不足に備え、建設業協会や

一般廃棄物処理事業者団体等多様な主体との連携の検討が必要ではないか。
想定される資機材等

道路脇・自宅前等
への集積

避難所等のし尿
• 避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン（平成２８年４月）

内閣府（防災担当）によると、避難者７５人当たり１基の災害用トイ
レの確保に努めるとなっている。

• 都内の下水道普及率が９９.６％（令和３年度末公益財団法人東京都下
水道協会）であることから、し尿収集車が不足することも考えられる
ため、一般廃棄物処理事業者団体との連携の検討が必要ではないか。

避難所等 処理・処分先
収集運搬
• 収集運搬車両
（バキュームカー等）

※各段階で、オペレーターや作業員が必要となる。

想定される資機材等
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民間事業者との連携（解体廃棄物）

被災現場 仮置場

収集運搬
• 収集運搬車両（ダンプトラック・アームロール車（２t,４t,１０t等）等）

処理・処分先
• 公営処理・処分場
• 民間処理・処分場

収集運搬
• 収集運搬車両（ダンプト
ラック・アームロール車
（２t,４t,１０t等）等）

収集運搬
• 収集運搬車両（ダンプト

ラック・アームロール車
（２t,４t,１０t等）等）

損壊家屋の解体
• 重機等

処理・処分先

※各段階で、オペレーターや作業員が必要となる。

損壊家屋（解体廃棄物）
• これまでに発生した大規模災害においては、計画的かつ

迅速に解体事業を進めて行く際に、対応可能な事業者を
具体的に把握し、効率的な発注体制を検討の上、体制を
構築することが必要となっている。（公費解体を待たず
に被災者が解体工事を発注する場合の費用償還に関する
手続（自費解体）の周知が必要）

• また、公費解体等により膨大な災害廃棄物が発生するこ
とが予想される場合は、被災自治体より都が事務を受託
し、破砕選別等の処理を行う二次仮置場を設置して処理
を行うことがある。（二次仮置場を開設する際は、整
備・運営に係る主な発注業務として、設計委託、基盤整
備工事、処理運営委託が必要）

• そのため、解体工事協会や建設業協会等との連携の検討
が必要ではないか。

想定される資機材等

パターン メリット デメリット

解体案件ごとに個別発注 解体案件に応じた発注が
可能。

件数が多いと発注業務に時
間を要する。

解体事業者と単価契約し
実績払い

単価契約をもとに解体を
発注するため、早期に発
注可能。

解体件数が多くなった場合、
解体事業者の実施能力と実
施状況の把握が困難。

解体工事協会に解体の発
注・管理業務等を委託

協会が把握している事業
者の情報をもとに、より
効率的な工事発注が可能。

施行体制の把握が十分でな
い事例が生じる可能性があ
る。

種類 主な業務内容 発注（契約）方法

設計委託 基本設計、図面・数量作成等 随意契約（見積合わせ）※緊急
の必要があるため基盤整備工事 場内の整地、舗装等

処理運営委託 処理施設等の設置、運営・管
理等

単独随意契約※プロポーザルで
契約の相手方が特定したため

＜二次仮置場整備・運営に係る主な発注業務＞

＜公費解体の発注パターン＞

参考:平成２８年熊本地震における災害廃棄物処理の記録（平成３１年３月 熊本県）から作成

設置・整備
• 資機材（敷鉄板、仮囲い、

電力等）、重機等
管理・運営
• 重機（大型・中型等）等
環境対策
• 測定器等
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収集運搬
（集積所・個別収集の場合）

（検討事項５）仮置場の考え方の整理について

7

項目 取組事項等

収集運搬 • 災害廃棄物の発生量推計を行い、必要となる車両数、最大積載可能な車種、効率的なルート等を確保する。
• 被災現場から処理・処分先へ搬入できるものは直接搬入する。

集積所 • 集積所を設置する場合は、面積を考慮し、必要に応じて搬入品目を絞るなどして作業スペースを確保するとともに、処理・処分先
の受入基準に合わせて集積・分別等を行う一次仮置場を確保する。

仮置場
• 仮置場候補地の現地確認を行った上で、開設に必要な資機材、仮置場内の効率的な動線の確保及び設備機器等の適切なレイアウト

をあらかじめ検討する。発災時には、即座に仮置場を開設する。
• 仮置場等については、台貫等による重量管理等を行った上で、共同での設置も検討する。

処理・処分先
• 被災現場から処理・処分先へ搬入できるものは直接搬入する（再掲）。
• 処理・処分先については、災害廃棄物の種類ごとの処理フローを作成する。
• あらかじめ一部事務組合等と受入条件や受入能力等について協議し、民間事業者の活用方法を検討する（参照:検討事項３、４）。

体制 • 災害廃棄物の処理に当たって必要となる業務を整理し、組織体制（廃棄物部局外とも調整）を構築する。
• 発災時は、あらかじめ整理した組織体制を整える。

広報 • あらかじめ整理した広報様式・手段等を活用して、迅速に、各主体に情報を伝達する（参照:検討事項６）。

災害廃棄物を迅速に処理するためには、確保できた仮置場等を効率的に活用していくことが求められる。そのためには、災害廃棄物の搬入
から搬出までのサイクルを効率化することが必要であり、収集運搬や処理処分先の確保及び関係者との調整が必要となるのではないか。

被災現場
（集積所を含む。）

仮置場 処理・処分先

道路脇・自宅前
等への集積

運搬

収集運搬

車両要素
• 最大積載量
• 積載率
• 車両数
• 車両速度
• 積み込み、荷下ろし時間
• 日最大運搬可能時間

仮置場要素
• 最大集積量

車両要素
• 最大積載量
• 品目別積載率
• 車両数
• 車両速度
• 積み込み、荷下ろし時間
• 日最大運搬可能時間

仮置場、処理・処分要素
• 品目別日分別量
• 品目別日最大処理量
• 搬出遅れ

出典:仮置場の確保面積と収集運搬効率からみた災害廃棄物目標処理期間の検討（第２９回廃棄物資源循環学会研究発表会 講演原稿２０１８）から引用し一部改変

資料４



• 生活環境保全上に支障
• 復旧・復興の遅れ
• 処理コストの増大
• 環境負荷の増大 等

（検討事項６）住民等への啓発・広報について

• 混合廃棄物の大量発生
• 勝手仮置場の発生
• 必要人員の増大

•災害時の分別区分や分別の意義の周知不足により、
分別せずに仮置場（集積所を含む。）に運び込む

•仮置場（集積所を含む。）に関する周知の不足によ
り、行政が意図していない場所に災害廃棄物が排出

• 災害廃棄物の排出方法や排出先等に関する問合せが
窓口等に殺到

参照:災害廃棄物に対する市民の行動促進に向けた戦略を引用し一部改変
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≪災害廃棄物に関する広報の目的≫
初動期の混乱を最小限にとどめるとともに、各段階において必要となる情報やその意味を分かり易く伝達し、都民及び
ボランティアによる災害廃棄物の分別及び仮置場（集積所を含む。）への排出の協力を得ること。

≪片付けごみ等の排出時の問題の背景とその影響≫

災害名 課題・反省点

平成２８年熊本地震
• 防災行政無線、ホームページにて住民に対し分別の情報発信をおこなったが、片付けごみは分
別が行われず、混合状態となった。

• 廃棄物担当部署の職員の多くは市民からの電話対応や避難所運営・物資運送業務等に追われ、
車両の割り振り等を行う職員が不足した。

平成３０年７月豪雨 • 分別区分の表記が家庭ごみの分別区分と違い、住民には分かりにくいという意見が多かった。
• 集積所の活用に関する指示を行うことができず、道路脇等に大量の災害廃棄物が排出された。

令和元年東日本台風 • ＨＰや音声放送で周知したが伝わりきらないこともあった。他市町村からのごみの搬入も見受
けられた。

参照:平成28年熊本地震における災害廃棄物処理の記録（熊本市）、平成30年月豪雨に係る災害廃棄物処理の記録（愛媛県）、平成30年7月豪雨に伴う倉敷市の災害
廃棄物処理の記録、令和元年東日本台風災害における災害廃棄物処理の記録（⾧野県）、平成30年7月豪雨に伴う広島市の災害廃棄物処理録

≪過去の災害における課題・反省点≫

資料５
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住民やボランティアの片付けにおける意識等
被災時の片付けにおける意識等
被災した住民の方々（災害廃棄物を出したことのある方）を対
象にした調査によると、
•「災害後、破損した家財等（生活ごみ以外）を出すのに困った
点（複数回答可）」を尋ねた結果、「家の中で大きな家財等を
動かすこと」に次いで、「どのように分別するかわからなかっ
たこと」や「ある程度、分別しなければならなかったこと」と
答えた人が多かった。

•「災害後処分した家財等について、家から出す際の心境に最も
近かったもの（一つ）」を尋ねた結果、「できるだけ分別しよ
うと思った」と答えた人が合計65%となったが、そのうちの
半分以上（全体の35%）は「平時の分別区分に従うこと」を
目指していた。

参照:災害廃棄物処理に関する被災者の意識や行動に関する調査（第29回廃棄物資源
循環学会研究発表会 講演原稿2018）

破損した家財等を出すのに困った点（%）

家財等の処分時の心境（%）
ボランティア参加者の「災害発生後のごみの区分」への認識
近年発生した激甚災害の災害ボランティアに参加した方を対象
としたアンケート調査によると、
• 「災害発生後のごみの区分」の精度についてでは、正しく分

別区分を認識していた割合は３割程度であった。
• 一方で、「ボランティアが被災地で実際に行ったごみの分別

方法について」では、正しい行動が５割を超えているものの、
誤った行動をしているボランティアも４割を超える数がいる。

参照:災害廃棄物の排出に関わるボランティアの情報源・実行動調査（第30回廃棄物
資源循環学会研究発表会 講演原稿2019）

発災直後のごみ区分
の認識について

ボランティアが実際に行ってい
たごみ分別行動について
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広報における方向性

【個人・地域での備え】
発災前
• 災害廃棄物への理解を深めるために、行政が実施するワークショップ等への参加
• 災害廃棄物の発生量を少なくするための対策
 震災対策として家屋の耐震化や家具の転倒防止措置等
 水害対策として小型家電等を高い場所で保管等

• 平時から退蔵品等の処分の実施
発災後
• 自治体からの広報に従い、災害廃棄物を分別した上で、適切な場所に排出
• 地域に設置された集積所等の適切な管理や、災害廃棄物の分別や搬出の助け合い

【区市町村等での備え】
発災前
• 発災後に迅速な広報を行うために、広報の雛形を整理（平時には排出されないものへの対応も検討）
• 災害時に情報伝達の漏れをなくすことや迅速な情報共有を行うために、平時から伝達主体・手段及び

ルートを整理し、顔の見える関係を構築
• 災害廃棄物に関する最新の情報を掲示する場所をあらかじめ周知するとともに、予見できる災害の場

合は、発災前から事前・準備広報を実施
• 住民の理解と協力を得るために、災害廃棄物に関する広報誌等の発行やワークショップの実施等で啓

発

（資料１）

（資料２）

（資料３）

（資料４）

発災後
• 災害廃棄物が排出されるタイミングまでに、被災現場に対して広報を実施
• 情報の鮮度と正確性に留意し、複数の手段で広報を展開

災害廃棄物の排出・分別方法について、平時から住民等への啓発を通じて理解を得るとともに、災害時には情報の伝
達が必要となる主体に効果的な手法・分かり易い内容で広報を行うことが必要なのではないか。
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（資料１）広報における記載事項の整理

作業時の安全の確保への注意喚起、危険物の取
り扱い及び優先回収物の設定等

基本事項の記載
（災害時のごみを対象としてい
る旨や厨芥類の取り扱い等）

分別の必要性、分別方法、分別
の種類 （イラスト等で分かり
易く記載）

ゴミ出しが困難な高齢者等のへ
の支援方法

被災者への配慮の視点

災害廃棄物に関する問合せ先

排出場所、排出可能期間と時間、
排出方法及び最新情報の入手方
法

災害廃棄物の収集方法
（個別収集やステーション回収、仮
置場への搬入等）※排出すべき場所
を提示し、それ以外は認められない
とする旨を明確にする。

便乗ごみへの対策

発行日
（仮置場の場所が変更となる場合があるため）

仮置場案内図

仮置場分別配置図
※集積所の場合は、面積を考慮し、
必要に応じて搬入品目を絞るなどし
て、適切な分別配置図を検討する。

仮置場で分別しておろすことが
わかる記載

発災前から地域特性に応じた広報のひな形を整理する（仮置場の場合の参考例）。

参照:環境省関東地方環境事務所HPより引用し一部改変

その他、外国人が多い地域等で
は、外国人向け広報資料も必要
に応じて作成する。
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（資料２）情報伝達主体・手段及びルートの整理

区市町村
災害廃棄物対策本部

区市町村
災害対策本部

被災住民・ボランティア

ボランティア
センター

（社会福祉協議会）

自治会・
町内会避難所 報道機関

東京都環境局
災害廃棄物対策本部

環境省

ＴＶ
ラジオ

災害ＦＭ
新聞

ホームページ
ＳＮＳ

広報誌等

チラシ
広報誌
掲示

回覧板

チラシ
広報誌
掲示

施設・館内放送
職員対応

コール
センター

防災行政無線
広報車等

プレス

チラシ
広報誌
掲示

ホームページ
ＳＮＳ

広報誌等

出典:災害廃棄物対策における広報の重要性について（令和元年度大規模災害時廃棄物対策関東ブロック協議会（ 第２回））から引用し一部改変

混乱を防ぐため情報の一元化複数の自治体が被災した際に、
都民の混乱を防ぐため、他自治

体の広報内容等を情報共有

仮置場
集積場

現場掲示
現場配布

災害時に情報伝達の漏れをなくすことや迅速な情報共有を行うために、平時から伝達すべき主体と伝達手段及びルー
トを整理する（事業者への排出方法の伝達も検討）。
参考例（※各自治体の地域特性や組織体制を考慮し、適切な主体・ルートの構築、効果的な手段をあらかじめ検討）
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（資料２）ボランティアへの情報伝達手段及びルート等の整理

出典:災害時ボランティア東京都生活文化スポーツ局ＨＰから

• 近年は、多くの災害ボランティアが被災地に
駆け付け、復旧・復興のための様々な活動に
大きな役割を果たしている。

• 区市町村は、発災時に、災害ボランティアセ
ンターを通じて、ボランティアに必要な情報
を確実に伝達する必要がある。

• そのために、平時から、ボランティア団体等
へ正確な情報の周知・広報の内容や連携方法
をすり合わせ、顔の見える関係を築いておく
ことが重要である。

• なお、災害ボランティアは、被災者のニー
ズに沿って活動を行うものであり、自由意思
に基づく活動なので、無償の労働力と解釈し
ないよう注意が必要である。

調整・確認事項例
• 調整窓口
• 伝達情報
• 伝達様式、手段
• 支援活動
（災害廃棄物対策指針改定版技術資料技１２より）
 一般家庭の敷地内に散乱した廃棄物の搬出
 浸水家屋の床下の泥だし
 家屋内の被災した家財の搬出
 貴重品や思い出の品等の整理・清掃

連携方法例
• 合同の防災訓練や勉強会等の実施
• 定例の会合への参加
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（資料２）災害時の主な広報の手段

手段 特徴 留意点
参考※

情報量 速報性 伝達力

• 防災行政無線（防災テレフォンサー
ビス）、広報車 • 即時性がある。

• 聞き取りにくい地域がある。
• 情報量が少ない。
• 隣接地域の情報と錯綜して、不適切に排

出される場合がある。
少ない 〇 〇

• 行政ホームページ • 即時性がある。
• ２４時間情報を直接入手でき

る。
• 域外避難者へ情報が届く。

• 利用者が限定される。
• アクセスされないと情報が届かない。

多い 〇

• ＳＮＳ 制限あり 〇

• 広報誌 • 様々な生活情報と合わせて広
く提供できる。

• 作成に手間がかかる。
• 定期広報誌は発行頻度が限られる。

多い 〇
• 広報誌号外 多い 〇
• 避難所・ごみステーション・掲示板

に貼紙
• 住民の目に留まりやすい。
• 情報の共有に適する。

• ひと目で理解できる記載が必要。
• 自治会等の同意が必要。 多い 〇

• チラシを戸別配布、新聞折り込み、
公共施設やコンビニ等に設置

• チラシを仮置場、ボランティアセン
ターで配布

• 住民の目に留まりやすい。
• 情報の共有に適する。

• ひと目で理解できる記載が必要。
• 自治会等の同意が必要。
• 戸別配布は手間がかかる。

多い 〇

• 新聞、テレビテロップ、ラジオ（災
害ＦＭ含む。）

• 比較的広範囲に一斉に周知で
きる。 • 他の情報に埋もれる場合がある。 制限あり 〇 〇

• 自治会・町内会等への説明会
• 質疑によって参加者の関心事

項も把握できる。
• 地域の高齢者・要配慮者への

声掛けになる。

• 告知が適切でない場合、参加者が得られ
ない。

• 正確な情報提供が必要となる。
多い 〇

• コールセンター（専用電話回線）
• 相談窓口・電話

• り災証証明や公費解体申請等
の一定の内容で多数の問合せ
が想定される場合に適する。

• 窓口対応者用のマニュアルを用意する。
• 適切な体制が必要となる。
• 費用がかかる。

多い 〇

※事前の準備状況や方法等により、情報量、速報性、伝達力は変わることに留意が必要である。
第４１回全国都市清掃研究・事例発表会「災害廃棄物の広報手段の検討と広報戦略の提案」から引用し一部改変

様々な手段で広報を行うことが望ましいが、情報提供のタイミングや情報の鮮度を適切に管理することが必要
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（資料３）災害廃棄物に関する事前・準備広報

出典:災害時のごみの排出、分別の心構え
から一部抜粋（八王子市）

平時から災害廃棄物の排出方法などに関する情報を周知するとともに、情報入手場所等について記載

出典:市民版 災害廃棄物処理ハンドブック（倉敷市）
倉敷市災害廃棄物処理計画（令和３年３月）（Ｐ３７）
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（資料４）災害廃棄物に関する普及啓発

出典:自主防災ふちゅう第10号（令和5年2月発行）
から一部抜粋（府中市） 出典:「災害ごみ」市民ワークショップ（国立市）

災害廃棄物の啓発を通して住民の意識を高めることとともに、地域における共助の取組を進めることが必要
啓発におけるポイント例（参照:災害廃棄物に対する市民の行動促進に向けた戦略を引用し一部改変）
• 自治会や市民団体と協働（自治会に対する出前講座の活用や防災、環境分野の活動をしている市民団体に対する市民参加型

イベントの開催など）
• 既存の市民向けイベントを活用（既存の環境関連、防災関連のイベント等において災害廃棄物の展示などを実施）
• 被災経験を最大限に生かす（過去の災害事例などを広報に取り入れ）



スケジュールについて（予定）

部会 拡大
部会 主な議題等

東京都廃棄物審議会総会（第２７回）（諮問）

第１回
12月22日

• 東京都廃棄物審議会災害廃棄物処理計画部会の設置の経緯等
について

• 計画改定において対象とする災害と災害廃棄物について
• 風水害等への対応強化
• 災害廃棄物処理計画の更なる実効性向上
• 今後のスケジュールについて

第２回
1月31日 •【審議事項】風水害等への対応強化

第１回
2月22日

• 拡大部会の設置について
• 計画改定の背景について
• 拡大部会の検討事項等

（風水害等への対応強化）

第３回
3月10日 •【審議事項】災害廃棄物処理計画の更なる実効性向上

第２回
• 第１回拡大部会の振り返り
• 拡大部会の検討事項

（災害廃棄物処理計画の更なる実効性向上）

第４回 • 第２回拡大部会の検討事項の振り返り
• 計画（中間まとめ案）

東京都廃棄物審議会総会（第２８回）（中間まとめ）（５月中旬）

• パブリックコメント

第５回 • 計画（案）

東京都廃棄物審議会総会（第２９回）（答申）（９月上旬）

新計画策定（９月下旬）

資料６


